
１　新型コロナの感染拡大防止、県民生活への支援 （単位：千円）
［補正後現計］

新 （健康課） 30,000

[30,000]

財　　源

新 （高齢福祉課） 129,000

[129,000]

補 助 率

財　　源

拡 （教育企画課） 122,800

[299,800]

財　　源

新 （自然保護課） 15,500

[15,500]

補 助 率

財　　源

拡 （広報課） 50,000

[225,500]

財　　源

拡 （厚生企画課） 1,560,000

[3,533,000]

事業内容

財　　源

新 （子ども支援課） 194,300

[194,300]

給 付 額

財　　源

個人向けに緊急小口資金・総合支援資金を県社会福祉協議会
が貸付け（最大貸付額を140万円から200万円に増加、返済免
除制度あり）

新型コロナウイルスワクチンの接種体制の確保

　新型コロナウイルスワクチンの迅速かつ適切な接種開始に向け、医療従事者
等の接種体制確保や市町村との調整を実施

新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種体制確保事業費補助金（国10/10）

生活福祉資金貸付原資の増額

１世帯あたり３万円（３月に給付予定）

地方創生臨時交付金（国10/10）

中小企業者2/3、小規模企業者・個人3/4（上限30万円）

　新型コロナ対策として、生活空間等の区分けを行うゾーニングや２方向から
出入りできる家族面会室の整備等を支援

　感染症対策の強化や教職員の資質向上など、学校教育活動の継続に必要な取
組みを迅速・柔軟に対応できるよう支援（１校あたり160～320万円）

県立学校における学校教育活動継続への支援

学校保健特別対策事業費補助金（国10/10）

山小屋における感染症対策緊急支援

高齢者施設の感染拡大防止のための環境整備への支援

定額

地域医療介護総合確保基金（国2/3、県1/3）

　「新しい生活様式」の県民啓発を行うとともに、新型コロナに対応するため
の各種施策、事業者等の前向きな取組み事例等の情報を発信

地方創生臨時交付金（国10/10）

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（国10/10）

　新型コロナの影響を受けた収入減少世帯への特例貸付の申請期間延長（12月
末→３月末）等に伴い、必要な貸付原資を県社会福祉協議会に追加交付

ひとり親世帯への生活支援給付金の支給

　新型コロナの影響で依然として厳しい状況にある低所得のひとり親世帯に対
し県独自に給付金を支給

　衛生用品購入や施設改修など山小屋の感染症対策に必要な経費の一部を支援

地方創生臨時交付金（国10/10）

「新しい生活様式」等広報事業
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新 （厚生企画課） 220,000

[220,000]

給付要件

給 付 額

財　　源

２　ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた取組み
　⑴ 雇用の維持・事業継続

新 （経営支援課） 1,500,000

[1,500,000]

補助対象

補 助 率

財　　源

新 （労働政策課） 45,500

[45,500]

補 助 率

財　　源

拡 （総合交通政策室） 386,022

[503,022]

補助対象

財　　源

拡 （総合交通政策室） 251,700

[371,700]

補 助 額

財　　源

拡 （総合交通政策室） 17,000

[140,000]

補 助 率

財　　源

タクシー１台あたり10万円、バス１台あたり30万円
（令和２年度分の車両維持費）

　国の地域公共交通感染症拡大防止対策事業の補助増額に伴う支援

1/4（国補助1/2に上乗せ）

地方創生臨時交付金（国10/10）

通常枠：ＤＸ推進、販路開拓等、新商品開発、環境改善など
特別枠：企業間連携、業態転換・事業承継

通常枠：中小企業者2/3、小規模企業者3/4（上限100万円）
特別枠：中小企業者3/4、小規模企業者4/5（上限200万円）

　ウィズコロナ・アフターコロナを見据えた「新しい生活様式」やデジタル化
に対応し、事業活動を再建し成長発展を図るための意欲的な取組みを支援
（オンライン申請に対応）

タクシー・高速バス事業者等の事業継続への支援

　タクシー､高速バス､貸切バス事業者等の事業継続のため､車両維持費を支援

地方創生臨時交付金（国10/10）

地方創生臨時交付金（国10/10）

外国人材の待機費用への支援

　県内中小企業等が海外から外国人材を受け入れる際に必要な感染症対策経費
（14日間のホテル等での待機費用）に対して支援

宿泊費の1/2（上限3,000円/1人・1泊）

地方創生臨時交付金（国10/10）

富山県中小企業リバイバル補助金

地方創生臨時交付金（国10/10）

飲食店への時短要請に伴う県内事業者への支援

　酒類の提供を行う飲食店への時短要請により直接的に影響を受けた事業者
（酒類小売業などの取引事業者、運転代行業）に対し、給付金を支給

１事業者あたり20万円

あいの風とやま鉄道への支援

公共交通感染防止運行協力への支援

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けている公共交通事業者に対して、運
行協力に係る経費の一部を支援

地方創生臨時交付金（国10/10）

平日・休日全時間帯の運行経費（令和２年度分）

本年１月の売上が前年同月比で50％以上減少　など
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拡 （観光振興室） 24,000

[48,000]

補 助 率

財　　源

新 （総合交通政策室） 15,000

[15,000]

補 助 率

財　　源

拡 （観光振興室） 110,000

[608,000]

割引内容

割引期間

財　　源

　⑵ 少子化対策、介護人材の確保

拡 （健康課） 490,702

[714,952]

拡充内容

財　　源

拡 （厚生企画課） 192,986

[203,387]

事業内容

財　　源

　⑶ 地方創生に向けた拠点整備

拡 （経営支援課） 691,170

[1,514,431]

財　　源

貸切バス料金の1/2（上限75,000円/台）

「地元で泊まろう！県民割引キャンペーン」の実施

5,000円（１万円以上の宿泊プラン）
3,000円（６千円以上の宿泊プラン）
2,000円（３千円以上の宿泊プラン）

地方創生臨時交付金（国10/10）

介護福祉士等修学資金貸付原資の増額

地方創生臨時交付金（国10/10）

定額（上限：着陸料・停留料の45/100）

地方創生臨時交付金（国10/10）

創業支援施設・ＵＩＪターン向け住居等の整備

　富山市蓮町の旧県職員住宅を創業支援施設、ＵＩＪターン者等向け共同住宅
に改修

地方創生拠点整備交付金（国1/2）ほか

不妊治療に係る助成の拡充

　不妊治療の保険適用までの間、安心こども基金を積み増しして国の補助制度
拡充に対応するとともに、県の上乗せ助成制度も同様に拡充

１回あたり30万円まで助成(←従前２回目以降15万円まで)など

　感染状況に対応しながら県内観光需要の回復を図り、県内の観光・宿泊事業
者を支援するため、県民向けに宿泊割引キャンペーンを実施

　新型コロナによる介護施設等での業務増大など介護人材の不足に対応し確保
していくため、必要な貸付原資を県社会福祉協議会に追加交付

介護福祉士養成施設在学者等に修学資金を県社会福祉協議会
が貸付け（継続従事による返済免除制度あり）

生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（国9/10）

貸切バスツアーの利用促進に向けた支援

　新型コロナの影響により利用が減少している貸切バスの利用促進のため、県
内を周遊するバスツアーに対して支援

母子保健衛生費等国庫補助金（国1/2）ほか

２月下旬※～３月31日までの宿泊
　※感染状況がステージ１になった段階から募集開始

国内定期航空路線の運航継続への支援

　新型コロナの影響により利用が減少している航空路線・ネットワークの維持
のため、富山空港を発着する国内定期路線の運航経費を支援
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拡 （水産漁港課） 1,090,000

[1,168,000]

財　　源

　⑷ 農林水産業の強化

新 （農業経営課） 300,000

[300,000]

補 助 率

財　　源

拡 （森林政策課） 270,497

[574,584]

補 助 率

財　　源

拡 （農村振興課） 40,000

[320,140]

補 助 率

財　　源

　⑸ デジタル化の推進

新 （障害福祉課） 10,118

[10,118]

補 助 率

財　　源

新 （教育企画課） 1,212,000

[1,212,000]

整備する
設備の例

財　　源

障害者施設におけるロボット・ＩＣＴ導入への支援

　障害者施設における業務負担の軽減と支援の質の維持・向上を図るため、ロ
ボットやＩＣＴの導入を支援

定額(上限:ﾛﾎﾞｯﾄ30万円・100万円/機器、ICT100万円/事業所)

障害者総合支援事業費補助金（国2/3）ほか

県立高校の産業教育設備のデジタル化対応等

　農業や工業等の職業科におけるデジタル化に対応した産業教育設備の整備を
進め、ＤＸ等に対応した職業人材を育成

３Ｄプリンタ、産業ロボットマシン、ＶＲシステム、
農業ハウス用自動環境制御装置　　など

学校施設環境改善交付金（国1/3）ほか

富山県栽培漁業センター改修整備事業

　老朽化の著しい氷見栽培漁業センターについて、クロダイ種苗の増産及び教
育・産業観光に対応した施設に改修

路網・間伐：定額、機械・施設：1/2

定額

鳥獣被害防止総合対策交付金（国定額）

鳥獣被害防止対策

　野生鳥獣による農作物の被害の低減を図るため、イノシシ等の侵入防止柵の
整備を支援

森林整備・林業等振興整備交付金（国1/2など）

農業の担い手の経営強化への支援

担い手育成・確保等対策事業費補助金（国1/2）

林業成長産業化推進事業

　木材を低コストで安定的に供給するため、路網の整備、高性能林業機械の導
入、木材加工流通施設の整備、間伐生産等を支援

　農産物の輸出など意欲的な取組みにより農業経営の発展を図る担い手に対
し、必要な農業用機械・施設の導入を支援

地方創生拠点整備交付金（国1/2）ほか

1/2（上限：個人1,500万円、法人3,000万円など）
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拡 （情報政策課） 776,912

[1,209,912]

事業内容

財　　源

３　防災・減災、国土強靱化の推進
(農林水産企画課)

(管理課) 15,704,164

11,423,061

4,281,103

(農林水産企画課)
(管理課) 4,897,205

(農林水産企画課) 3,726,397

3,659,000

67,397

(管理課) 1,100,000

(農林水産企画課) <503,000>

拡 （自然保護課） 112,000

[259,150]

財　　源

新 （高齢福祉課） 78,000

[78,000]

補 助 率

財　　源

・道路事業、河川事業、海岸事業、砂防関係施設など

・農業水利施設、ため池、治山ダム、地すべり防止施設など

　今後の降雪に備えた円滑な道路交通の確保など県民生活に支障が出ないよう
に対応するため除雪費を増額

　年度間の切れ目のない発注により事業量を確保するとともに、事業効果の早
期発現を図る

地方創生臨時交付金（国10/10）ほか

介護施設等における防災・減災対策への支援

自然公園の整備

　国立公園における落石対策や施設改修など、国土強靭化と観光客の受入れ環
境整備を推進

自然環境整備交付金（国1/2）ほか

庁内ＬＡＮネットワーク等の強化

①クラウドサービスへの移行による庁内ＬＡＮ強靱化
②テレワーク環境の拡充

農業農村､治山､漁港整備に係る債務負担行為の追加（ゼロ国債）

　行政手続きのデジタル化、感染症拡大時のテレワークの大規模展開等に対応
するため、国財源を活用して県庁ネットワーク環境等の強靱化を実施

国の補正予算を活用した防災・減災対策【公共事業】

国補正予算を活用した防災・減災対策【直轄事業】

国補正予算を活用した農林業基盤の整備【公共事業】

道路除雪費の追加計上【公共事業】

・道路事業、河川事業、海岸事業、砂防関係施設など

・農業農村整備事業（農地の大区画化 等）

・森林整備事業（間伐の促進や林道の整備 等）

　介護施設等の非常用自家発電設備や給水設備の整備、水害対策のための改修
等を支援

3/4

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金（国2/3）ほか
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拡 （障害福祉課） 157,452

[224,262]

補 助 率

財　　源

４　大雪、高病原性鳥インフルエンザへの対応

　⑴ 大雪への対応

(管理課) 1,100,000

新 （道路課） 400,000

[400,000]

財　　源

拡 （県民生活課） 50,800

[65,300]

補 助 率

財　　源

拡 （防災・危機管理課） 5,000

[7,000]

補 助 率

財　　源

新 （農業経営課） 6,725

[6,725]

補 助 率

財　　源

新 （農業経営課） 549,000

[549,000]

補 助 率

財　　源

道路監視カメラの増設など情報発信の強化

　主要な交差点等を中心に道路監視カメラを100基増設（59基⇒159基）すると
ともに、ホームページ改修やサーバを増強

緊急防災・減災事業債ほか

道路除雪費の追加計上【公共事業】　（再掲）

安全防災基金ほか

2/3（←従前1/2）（上限20万円/1集落）

農業協同組合等の共同利用施設の復旧支援

　農協が行う損壊した農業用ハウス・農業倉庫の復旧を支援

2/10

農林水産業共同利用施設災害復旧事業費補助金(国2/10)

障害者福祉施設等の新築・改修等への支援

　障害福祉サービス事業所等の利用者の安全・安心を確保するため、施設の新
築や老朽化対策等を支援

3/4（整備内容等に応じて上限あり）

社会福祉施設等施設整備費補助金（国2/3）ほか

農業経営体の農業用ハウス等の復旧支援

　農業経営体が行う損壊した農業用ハウス等の復旧を支援

強い農業・担い手づくり総合支援交付金（国3/10）

地域による除排雪のための除雪機械の緊急整備支援

　市町村が地域住民と連携して行う除雪機械の整備に対し、補助率を臨時的に
引上げて支援することで、集中的に地域の除排雪体制を整備

一般財源

1/2（←従前1/3）
（上限：単独自治会等180万円、複数自治会等360万円）

共済支払分を除き最大1/2を国・県で支援（市町村は任意）

孤立可能性集落の防災資機材の緊急整備支援

　孤立可能性のある集落の通信機器や防災資機材の整備に対し、補助率を臨時
的に引上げて支援することで、地域防災力の向上を目指す
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新 （農産食品課） 12,000

[12,000]

補 助 率

財　　源

新 （農業経営課） －

融 資 枠

限 度 額

貸付利率

償還期間 ７年以内（うち据置２年以内）

　⑵ 高病原性鳥インフルエンザへの対応

新 （農業技術課） 38,680

[38,680]

財　　源

新 （農業技術課） 1,320

[1,320]

対象農家

財　　源

果樹の折損等の復旧支援

　枝折れした果樹の緊急防除や修復、果樹棚の復旧等を支援

緊急防除等：1/3 （市町村補助1/3と合わせて2/3）
果樹棚復旧：最大65/100（市町村は任意）

持続的生産強化対策事業推進費補助金（国5/10）

県内養鶏場の緊急消毒

　県内での高病原性鳥インフルエンザの発生を受け、県内の養鶏場に消石灰を
配付し、緊急消毒を実施

１億5,000万円

1,000万円（特認2,500万円）

一般財源

防疫資材の備蓄強化

　今後の大規模農場での発生に備え、防護服やマスクなど初動対応に必要な防
疫資材等を追加で購入・備蓄

家畜伝染病予防費負担金（国1/2）ほか

大雪による農業被害に対する特別融資枠創設

　農業経営安定資金に雪害特別枠を創設し、大雪による被害を受けた農業者の
経営再建に必要な資金を低利で貸し付け

0.10％
※
（←通常枠0.25％）

※県の利子補給、融資機関の引下げによる（市町村は任意）

100羽以上飼養する県内養鶏農場（27戸）
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